JSLA問題債権委員会

個別契約書

平成17年11月11日

貸付債権等譲渡契約書

●●●（以下、「譲渡人」という。）及び●●●（以下、「譲受人」という。）は、譲渡人及び譲受人間の平成●年●月●日付「貸付債権等譲渡に関する基本契約書（問題債権用）」（以下、「基本契約」という。）に基づき、譲渡人が譲受人に本件貸付債権等を譲渡することに関し、以下のとおり合意する（以下、この契約をその変更、修正に係る契約を含め、「本契約」という。）。なお、本契約の規定と基本契約の規定の間に齟齬が生じた場合には、本契約の規定が優先する。また、基本契約で定義された用語については、本契約で別途定義されていない場合には、本契約においても同じ意味を有する。
第１条（本件貸付債権等）
(1)本契約に基づく本件貸付債権は、別紙「債権明細」記載の原債務者に対する貸付債権の元本、利息及び遅延損害金等並びに実質的に当該貸付債権の価値代替物たる債権とする。

(2)本契約に基づく本件担保・保証等は、別紙「担保・保証明細」記載のとおりの担保権及び保証とする。

(3)本契約に基づく費用等償還請求権は、別紙「費用等償還請求権明細」記載の費用等に関する償還請求権とする。

第２条（譲渡価額等）

(1)本契約に基づく本件貸付債権等に係る基準日及び受渡日は、以下のとおりとする。

①基準日：平成●年●月●日

②受渡日：平成●年●月●日

(2)譲受人は、基本契約及び本契約の規定に従い、受渡日において、本契約に基づく本件貸付債権等の譲受の対価として、以下に定める譲渡価額を、以下に定める銀行口座に、受渡日付で使用可能な資金をもって振り込む方法により、譲渡人に対して支払うものとする。この譲渡価額総額の本件貸付債権毎の内訳は、別紙「売買代金内訳表」記載のとおりとする。

①譲渡価額：金●●●●円

②銀行口座：
銀行名：
支店名：
預金種別：
口座番号：
口座名義人：

(3)【例】本件貸付債権等に係る利息及び遅延損害金の帰属及び精算について、以下の事項を合意する。
①【例1】（原債務者等からの実際の支払時点に着目して、受渡日（基本契約では、「基準日」の前後で分けている。）の前後で利息及び遅延損害金等の弁済金の帰属を決める場合（即ち、一定日の時点で未受領の経過利息等は一義的に譲受人に帰属するものとして扱う場合））


本契約に基づく本件貸付債権等の譲渡については、譲受人帰属弁済金の定義中の基準日を受渡日と読み替えるものとする。

②【例2】（本件関連契約上原債務者等から本来支払われるべき時点に着目して、基準日／受渡日の前後で利息及び遅延損害金等の弁済金の帰属を決める場合（即ち、未受領の経過利息等を一定日の前後で譲渡人・譲受人間で配分する方法による場合））


本契約に基づく本件貸付債権等の譲渡については、譲受人帰属弁済金の定義を、「本件貸付債権等に関し、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）により本件関連契約に基づき基準日／受渡日の翌日以降の期間について支払われるべき（原債務者等により既に実際に支払が行われているか否かを問わない。）一切の弁済金（本件貸付債権に係る元本、利息及び遅延損害金、法的倒産手続又は競売手続における債権者に対する配当、その他原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）により支払われる弁済並びに費用等償還請求権に基づく償還金等を含む。）及びその支払のための小切手その他の現金以外の支払手段をいう。」とする。


注：基本契約は、原債務者等からの実際の支払日に着目]して、弁済金の帰属を決めることとしている。即ち、原債務者等による実際の支払がなされた日が、予め合意されたある一定の日の前であるか後であるかによって、譲渡人と譲受人との間における弁済金の帰属を決定するアプローチによっている。その上で、かかる「一定の日」として、基本契約では、「基準日」、即ち、個別契約において別途合意される営業日（多くの場合、受渡日よりも前の日）によるものとしているが、【例1】では、これを受渡日の前後で区分する例文としている。かかる基本契約のアプローチによる場合（【例1】の場合を含む。）、延滞利息が多額となる場合でも、「一定の日」以降に原債務者等から実際に支払われた弁済金は全て譲受人に帰属することになる。従って、当該日以降に譲受人が回収した弁済金を、譲渡人に引き渡す必要は生じない。他方で、【例2】は、経過利息等についてある一定の日の前後で譲渡人・譲受人間で配分する方法による場合（当該日の時点で原債務者等により実際に支払が行われているかを問わない。）の例文である。例えば、基準日の前後で帰属を決めることとすると、延滞利息が多額にのぼる債権を譲渡した場合には、将来譲受人が弁済金の支払を受けた場合に、譲渡人帰属に本来支払われるべきであった金額（基準日までの経過利息相当分）は、譲渡人に引き渡さなければならないことになる点に留意する必要がある。「利息先取り」「利息後取り」の場合にも、上記の基準に従った取り扱いがなされることを前提として具体的な決済の方法について定めることになる。
第３条（個別譲渡取引の実施）
(1)【例】譲受人は、本契約に基づく個別譲渡取引について、以下の表明事項を追加する。
①本件貸金債権に関し、原債務者による相殺の抗弁が存在しないことについては表明しない。

(2)【例】本契約に基づく個別譲渡取引について、基本契約第3条第3項第8号に基づき、以下の書類を同項に基づく交付書類として追加する。

①原債務者等についての法的倒産手続における本件貸付債権等に関する譲渡人名義の変更のために必要な書類一式に関する一切の書類（管轄裁判所の認可・実行命令等を受けた更生計画・協定書等、配当表、原債務者、管財人等又は管轄裁判所からの連絡文書、原債務者、管財人等又は管轄裁判所宛に提出された文書を含む。）をいう。

②抵当権等の登記済権利証及び譲渡人の記名押印済の抵当権等の移転又は譲渡の登記手続に関する司法書士宛の委任状を含む、抵当権等の移転又は譲渡の附記登記に必要な書類一式。

③抵当権等に関する競売手続上の当事者たる地位の承継及び費用等償還請求権の移転のために必要な書類一式。

④譲渡人が適式に記名押印した原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に対する債権譲渡通知書（発信日は空欄とし、内容証明郵便の形式による。）。
⑤原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）から譲渡承諾書を取得した場合の原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）が適式に記名押印した譲渡承諾書。

(3)基本契約第6条第4項又は第5項に基づく譲受人帰属弁済金のうち現金は、以下の銀行口座に送金する方法により支払うものとする。
　　　記
　　銀行名：
　　支店名：
　　口座種別：
　　口座番号：
　　口座名義人：

(4)基本契約第6条第4項又は第5項に基づく譲受人帰属弁済金のうち現金以外の支払手段の支払方法は、次のとおりとする。

(5)基本契約第6条第6項に基づく譲渡人帰属弁済金のうち現金は、以下の銀行口座に送金する方法により支払うものとする。
　　　記
　　銀行名：
　　支店名：
　　口座種別：
　　口座番号：
　　口座名義人：

(6)基本契約第6条第6項に基づく譲渡人帰属間弁済金のうち現金以外の支払手段の支払方法は、次のとおりとする。

［(＿) 基本契約第6条第4項に基づく本件貸付債権等に係る譲受人帰属弁済金の支払いの時期は、同項の規定に関わらず、［当該譲受人帰属弁済金を受領後●営業日以内/当該譲受人帰属弁済金の受領を基準として毎月末締め翌月15日（同日が営業日でないときは、翌く営業日）限り］とする。］
第４条（本件貸付債権等譲渡の対抗要件）

(1)【例】本契約に基づく個別譲渡取引については、基本契約第4条第1項の規定に関わらず、本件貸付債権の譲渡に関し、以下の方法により対抗要件を具備するものとする。

【例1】通知

①譲受人は、譲受人の責任と負担において、前条＿に基づき譲渡人から受領した、本契約による本件貸付債権譲渡についての原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に対する債権譲渡通知書に発信日を記入し、受渡日以降、それを原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に送付するものとする。譲渡人は、ここに譲受人に対して、譲渡人に代わってこの書類に発信日を記入し、受渡日以降原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に送付する権限を授与する。

②譲受人は、前号に基づき債権譲渡通知書を原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に送付したときは、その写し（書留内容証明郵便物として送付されたときは、その旨の郵便局の証明印のあるものの写し）を、遅滞なく譲渡人に交付するものとする。

③譲渡人が第1号に基づき送付した債権譲渡通知書に係る配達証明書を入手したときは、譲渡人は、速やかに譲受人にその原本を交付するものとする。

④前3号の確定日付取得、通知等について生じる合理的費用は、前各号に別段の定めがある場合を除き、［譲受人/譲渡人］の負担とする。

⑤第2号により送付した債権譲渡通知書が譲渡人に返送された場合、譲渡人は速やかに譲受人にこれを通知し、その後の対応について協議するものとする。
【例2】債権譲渡登記
①譲渡人及び譲受人は、本契約に基づく個別譲渡取引については、受渡日以降速やかに、債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成10年法律第104号。その後の改正を含む。）に基づき、本件貸付債権の譲渡に関する登記手続を行う。

②前号の登記手続後、原債務者への対抗要件を取得する必要が生じた場合は、譲受人は、登記事項証明書を原債務者に交付する。

③前号の登記事項証明書が譲受人に返送された場合は、譲受人は速やかに譲渡人にこれを通知し、その後の対応について協議する。

④前3号の手続について生じる合理的費用は、［譲渡人／譲受人］の負担とする。

【例3】対抗要件具備留保
①本契約に基づく個別譲渡取引における本件貸付債権の譲渡に関する債務者対抗要件／第三者対抗要件の具備は留保する。

②本契約に基づく個別譲渡取引における本件貸付債権の譲渡に関する債務者対抗要件／第三者対抗要件の具備の必要が生じた場合は、譲渡人及び譲受人が別途協議を行う。

(2)【例】対抗要件


本契約に基づく個別譲渡取引については、基本契約第4条第1項の規定にかかわらず、譲渡人は、譲受人に対し、別紙「債権明細」の「備考」欄に「債権譲渡通知を発送しない」旨の記載のある本件貸付債権の譲渡については、本件貸付債権の譲渡に関する対抗要件を具備させる義務及び責任を一切負担しない。

(3)【例】対抗要件

基本契約第4条第1項又は本条[第1項]の規定に従い送付された債権譲渡通知書が原債務者に到達しなかったときは、受渡日から6ヶ月を経過する日までに限り、譲受人は、その責任と負担において、本件貸付債権の譲渡に関する対抗要件の具備に必要な準備（再度の債権譲渡通知書の送付、公示による意思表示の申立、執行官送達のための手続を含む。）を整えた上で、譲渡人に対し、関係書類への押印等の必要な協力を求めることができる。この場合、譲渡人は、求められた協力内容が合理的なときは、譲受人に協力するものとする。また、譲受人は、当該手続について適宜譲渡人に報告をし、当該対抗要件の具備を証する書類を入手したときはその写しを、遅滞なく譲渡人に交付するものとする。

(4)【例】抵当権等の設定者等への通知


譲受人が、本件貸付債権の譲渡を知らせる必要がある抵当権等の設定者又は保証人がいると判断した場合には、譲受人は、譲渡人に対してその旨を通知するものとする。譲渡人が、譲受人からその通知を受けた場合には、譲渡人は、直ちに、配達証明付内容証明郵便により債権譲渡の通知書をその抵当権等の設定者又は保証人に送付する。なお、この通知等について生じる合理的費用は、譲受人の負担とする。

(5)【例】その他の権利の承継
①【例】基本契約第4条第2項の規定にかかわらず、譲渡人は、譲受人に対し、本件担保・保証等のうちの保証の移転について、本件貸付債権の譲渡にともない法律上当然に譲渡人から譲受人に権利が移転するかどうかにかかわらず、当該保証の保証人に対して何ら通知等を行う義務及び責任を負担しない。

②【例】譲受人は、本契約第3条第2項第1号の規定に従い譲渡人から受領した書類等に基づき、譲受人の責任と負担において、原債務者等についての法的倒産手続における本件貸付債権等に関する譲渡人名義の変更手続を行う。なお、譲渡人は、譲受人に対し、受渡日から6ヶ月を経過する日まで、当該手続に必要な書類等の作成について、合理的と思われる範囲内において協力する。

③【例】譲受人は、本契約第3条第2項第2号の規定に従い譲渡人から受領した書類に基づき、譲受人の責任と負担において、担保不動産に係る抵当権等の移転又は譲渡の附記登記手続[（本登記）]を行う。譲渡人は、譲受人に対し、同号に定める書類を引き渡す義務の他、抵当権等の移転又は譲渡の対抗要件を具備させる義務を負担しない。この登記手続[の全部又は一部につき、仮登記手続を選択すること、又は登記手続]を行わないことに起因又は関連して紛争が生じたときは、譲受人は、その責任と負担においてこれを解決し、譲渡人に何らの損害、損失、費用又は迷惑をかけないものとし、当該紛争に関して譲渡人に損害、損失又は費用が生じたときは、譲受人はこれらの損害、損失又は費用の全額を譲渡人の請求に従い直ちに賠償するものとする。受渡日から[1ヶ月]を経過してもなお、抵当権等について譲渡人名義の登記が残存するときは[（ただし、譲受人が仮登記手続を選択した場合は除く。）]、譲渡人は、その責任と負担において、譲受人に何ら通知を行うことなく、これらの担保権につき、解除、免除、抹消その他の処分及び手続を行うことができるものとし、譲受人は、これについて何ら異議を述べない。

④【例】譲渡人は、基本契約第3条第3項第3号の規定にかかわらず、受渡日までに、当該担保不動産の所有名義人から当該担保不動産に係る根抵当権の被担保債権の元本確定登記を行うに足りる委任状等の書類一式を徴求し譲受人に交付するか、又は、原債務者に対して、民法その他の法律の定めるところにより、本件貸付債権の元本の確定のために必要な事項を含む通知書を配達証明付き内容証明郵便にて送付する方法その他の確定日付のある証書をもってする方法（執行官送達及び公示送達を含む。）により送達することができる。
⑤【例】譲受人は、本契約第3条第3項第3号の規定に従い譲渡人から受領した書類等に基づき、譲受人の責任と負担において、受渡日以降速やかに、競売手続における当事者としての地位の承継手続、費用等償還請求権の譲渡に伴う手続を行う。なお、譲渡人は、譲受人に対し、受渡日から6ヶ月を経過する日まで、当該手続に必要な書類等の作成について、合理的と思われる範囲内において協力するものとする。

⑥【例】譲受人は、本件担保・保証等のうち、抵当権等以外の担保につき、その対抗要件具備手続を行うのに必要な準備を整えた上で、譲渡人に対し関係書類に押印すること等の協力を求めることができるものとし、譲渡人はこの書類への押印等合理的と思われる範囲内において協力をするものとする。

⑦【例】受渡日において既に係属している訴訟、仮差押、仮処分、差押その他の裁判所手続（本契約において別途規定されるものを除く。）に関し、本契約に基づく本件貸付債権等の譲受人に対する譲渡にともない必要となる当該裁判所手続上の当事者としての地位の承継については、譲受人が、当該承継に必要とされる手続を、譲受人の費用と責任において自ら行なうものとし、譲渡人は、自ら合理的と思われる範囲内において、この譲受人による承継手続の処理に協力するものとする。

第５条（個別譲渡取引の追加前提条件）

【例】個別譲渡取引の前提条件として以下の事項を追加する。
①【例】譲渡人が、本契約別紙●「競売申請不動産明細」記載以外の担保不動産に係る根抵当権につき、その被担保債権の元本確定の登記に必要な書類を保有していること。

②【例】本契約別紙●「競売申請不動産明細」記載の担保不動産につき譲渡人の申立てた競売手続の開始決定がなされていること。

第６条（特約事項）
(1)本契約に基づく個別譲渡取引については、基本契約第11条第4項に基づき、本件貸付債権等の転譲渡にともない転譲受人に移転すべき義務は、以下のとおりとする。

(2)本契約に基づく個別譲渡取引については、基本契約第13条第3項の規定にもかかわらず、受領者は、同項第●号の場合には秘密情報を開示することができないものとする。

(3)本契約に基づく個別譲渡取引について連絡先は以下のとおりとし、基本契約第14条第2項の規定にかかわらず、当該個別譲渡取引に用いる印章及び署名についての届出は行わないものとする。

記

譲渡人：≪名称≫

宛　　先：
〒[XXX-XXXX]
[●]

気　　付：
[●]

ファクシミリ：
[XX-XXXX-XXXX] 

譲受人：≪名称≫

宛　　先：
〒[XXX-XXXX]
[●]

気　　付：
[●]

ファクシミリ：
[XX-XXXX-XXXX] 
(4)基本契約第7条に定める非開示情報は、別紙「非開示情報」記載の情報とする。

(5)基本契約第8条第3項の譲渡人による表明事項の例外事項は、別紙「譲渡人の表明事項の例外事項」記載の情報とする。

(6)本契約に基づく個別譲渡取引についての基本契約第10条に基づく損害賠償等の賠償額は、同条第4項の規定にかかわらず、貸付債権等譲渡契約書別紙「債権明細」の「債務者番号」欄記載の番号（ただし、枝番は除く。）により区分されたその損害等の賠償義務に関連する本件貸付債権毎に計算し、それぞれ当該貸付債権等譲渡契約書別紙「売買代金内訳表」の「内訳金額」欄に記載された金額を上限とする。

第7条（準拠法及び裁判管轄）

(1)本契約及び基本契約の準拠法は、日本法とし、これに従って解釈される。

(2)本契約及び基本契約に基づく取引に関して生じる一切の紛争（調停を含む。）については、[東京]地方裁判所又は[東京]簡易裁判所を第一審の[非専属／専属]的合意管轄裁判所とする。

第８条（誠実協議）

本契約に定めない事項又は本契約の解釈に際し当事者間に疑義が発生した場合には、譲渡人及び譲受人は、誠実に協議を行い、解決に努めるものとする。
本契約締結の証として本契約書2通を作成し、譲渡人・譲受人が記名押印又は署名の上各1通ずつを保有する。
○○○○年○月○日
譲渡人：






　　　　　印
譲受人：






　　　　　印
[印紙]
≪別紙≫

別紙「売買代金内訳表」

	債務者番号
	原債務者名
	内訳金額

	0001
	債務者Ａ
	

	0002
	債務者Ｂ
	

	
	合計
	<譲渡金額>


別紙「債権明細」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[（残高は基準日時点）]

	債務者番号
	原債務者名
	債権番号
	貸付形態
	貸付日
	最終弁済期限
	当初　　貸付元本
	譲渡　　元本金額
	元本　　返済条件
	利率
	利払条件
	経過利息等処理
	備考

	0001
	債務者Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	0002
	債務者Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　備考欄については、譲渡・質入れに関する本件貸付契約上の規定に関するコメント等を記載

別紙「担保・保証明細」

　＜抵当権等＞

	債務者番号
	原債務者名
	担保権番号
	担保権　　の種類
	物件の所在地
	法務局名
	受付　年月日
	受付　番号
	その他項目
	備考

	0001
	債務者Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	

	0002
	債務者Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	


　＜その他担保権＞

　＜本件保証＞

	債務者番号
	原債務者名
	保証番号
	保証の種類
	保証人名
	保証契約日
	保証金額
	保証期限
	その他項目
	備考

	0001
	債務者Ａ
	
	
	
	
	
	
	
	

	0002
	債務者Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙「費用等償還請求権明細」

　

	債務者番号
	債務者名
	金額
	備考

	0001
	債務者Ａ
	
	

	0002
	債務者Ｂ
	
	


　

- 1 -


